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※午前10時に開議予定。※傍聴については、お問い合わせください。� � �
※第1回定例会で審議する請願・陳情の締め切りは2月9日(火)午後5時です。
お問い合わせ　 議会事務局　 ☎528-4343 ＦＡＸ 526-636９

　たちかわ市議会だより第319号（令和2年11月10日発行）6ページの「審査のあっ
た主な一般会計事業」の決算額について、記載に誤りがございましたので、お詫び
して訂正いたします。

一般質問は、会議が成立する人数のみが出席　
その他の議員は、会派室等で視聴（傍聴）

演壇、質問席、議員席及び理事者を含む説明員席にア
クリル板を設置
質問者交代時の消毒
出席議員、説明員、及び傍聴者はマスク着用、手指の
消毒

説明員は、審議内容に関するときのみ出席し、当該審
議終了時点で退席
議場、委員会室は傍聴席の間隔を確保

緊急時に備え、傍聴
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第４回定例会での感染対策

教育費（学校や学習館、体育施設等の経費） 正 誤
新学校給食共同調理場整備運営事業 921 万円 9,210 万円

令和2年　コロナ禍における議会の対応
第1回定例会

2月19日
〜3月18日

会期を短縮、一般質問の一部を文書質問
に変更
新型コロナ対策に関する決議を可決

3月以降
随時

①市対策本部への質問書・要望書を送付
　（３月より随時）

4月28日 ② 特別定額給付金の早期給付を求める要
望書を市長に提出

5月8日 ③ PCRセンターの設置などを求める要望
書を市長に提出

第2回定例会
6月8日〜17日

会期を短縮、一般質問を中止
新型コロナ感染拡大による雇用悪化の防
止対策を求める意見書を可決
議員の期末手当を減額し、新型コロナ対
策基金へ積み立て

7月27日 ④ 新型コロナ対策に関する議会と行政の
全員協議会を開催

第3回定例会
9月4日

〜10月1日

新型コロナの影響に伴う地方財政の急激
な悪化に対し地方税財源の確保を求める
意見書を可決

①
市対策本部への質問の内容等（一部抜粋）⇒ その後の市の対応 
〇図書館の利用制限緩和策 ⇒ 除菌機の設置、電子図書館の導入 
〇コロナ禍における児童虐待、自殺対策等の状況 ⇒ 児童相談所等と連携、
　電話相談等を実施 
〇市民への独自給付金を ⇒ 市民生活支援給付金を創設（一人１万円）

②

特別定額給付金に対する要望書（要旨） 
　国は全国民を対象に、一律10万円を交付する特別定額給付金の支給を決
定した。この給付金は一日でも早く市民の手元に届ける必要があるが、この
給付金の申請書の発送が5月下旬の予定とのことである。
　諸般の事情は理解するものの、この給付金を一日でも早く市民の手元に届
けるために、さらなる対策を図るよう、市議会として強く要望する。

③

新型コロナによる感染拡大を防ぎ、市民の命と健康を守るための
緊急要望（要旨） 
以下の対策を早急に行うよう要請します。
１ 医師会と協定を結び、医療従事者の応援体制も含め、PCR検査が保健所以

外で実施できるよう「PCR検査センター」の立ち上げを早急に行うこと。
２ 軽度者の医療ケアも含めた宿泊施設、隔離場所の確保を行い、病状変化に

伴う医療の受け入れの連携確保ができるよう医師会に求めるとともに、そ
のための財政的支援を行うこと。

３ 医師会や保健所、病院関係機関が情報を共有し、対応を検討できる協議の
場を市が設置すること。

④

新型コロナ対策に関する議会と行政の全員協議会 
議会の質問等（一部抜粋） ⇒ （その後の）市の対応   
〇早期にPCR検査センターの設置を ⇒ 9月に設置   
〇国の特別定額給付金の基準日以降に生まれた子にも給付金を   
　⇒市独自で、令和3年4月1日までに生まれた子に、1人5万円を給付（10月から受け付け開始）   
〇介護・障害福祉サービス等事業者に対する支援は　⇒緊急支援事業給付金として、30万円を支給   
〇中小事業者事業継続・固定資産にかかる緊急支援の対象及び内容は   
　⇒自己所有物件を持つ中小事業者に、固定資産税の8割相当を支援（上限あり）   
〇新型コロナの発生状況の変化に対応した、情報発信を   
　⇒市の対策や、感染者情報、給付金事務の進捗状況などをホームページにて更新


